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先住民資源論序説:資 源をめぐる人類学的研究の可能性について

先住民資源論序説:資 源をめ ぐる

　　　　　　　　　人類学的研究の可能性 について

岸　上　伸　啓

(1)は じめに

　人類の人 口はこれまで増加を続けているが、人類が生 きていくために利用 しなけれ

ばな らない地球上の資源は有限である。すでに資源の中には枯渇化 して しまったもの

もある。資源問題は人類が直面 している難問題のひとつである。

　1998-1999年 の 『世界の資源 と環境』(世 界銀行ほか共編)に よると、地球規模での

森林消失 と劣化、水不足、淡水生態系(湖 沼や河川、湿地など)や 珊瑚礁の危機が指

摘されている。 これ らの環境 ・資源問題 は、地球環境の悪化のみならず、それらに依

存 して生活を営んでいる人々の生活様式の崩壊 につながる。特に、世界の周縁部に住

む先住諸民族の生活への影響 は大 きい。

　人口の増加はいわゆる発展途上国で起 こっており、食糧資源の不足など深刻な状況

下にある。一方、資源の多 くは発展途上国がひ しめきあう世界の周縁地域にあり、そ

れを開発 し、利用するのは第一世界の国々である傾向が顕著にみ られる。発展途上国

の人々や第四世界の人々は資源開発か ら恩恵を受 けることは少なく、む しろ資源の枯

渇化 や 開 発 か ら被 害 を受 け る こ とが 多 い(Frank　 Gunder　 1967;Murphy　 and

Steward　 1955;Pretes　 1988)。

　とくに歴史的に生み出されてきた少数民族ないしは 「周辺民族」 は生きるために換

金できる資源を最大限に採取することを行 ったり、それが不可能な場合には、生きる

ために現金収入をもとめて他所に出稼ぎに出たり、移住 してきた(清 水　 1998:53-54)。

資源開発や資源利用、資源管理は周辺諸民族の人々の生活と深 くかかわ っており、資

源とそれ らの人々との問題は、きわめて現代的な研究 テーマであるといえる(例えば、

大塚柳太郎編1994)。

　ここでは、資源にかかわる人類学的研究の可能性を探 るための問題提起を行ってみ

たい(注1)。

(2)「 資源」と 「先住民族」

資源 と先住民(族)の 用語について説明を しておきたい。

石炭、鉄、石油、木材、稲、綿、魚などは一般に資源と見なされている。資源であ
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るかどうかは、人間の欲望を充足する効用があるか、 ないかによって決定 される(石

光1969:40)。

　 資源の中で も、「土地、水、鉱物、野生生物のよ うに人工的に再生産することが不

可能で、かっそれぞれに固有の機能や効用が資源生産物 をとお して人間の欲望充足に

役立つ ものを天然資源という」(石 光　 1969:40)。 天然資源はさらに、再生(更 新)

資源 と非再生(非 更新)資 源へと分けられる。前者は魚や森林をさし、後者 は石油や

石炭などである。

　 また、資源 は天然資源と人的資源か らなるという見方 も存在 している(Cain　1977:2

84)。 後者 は人間そのもの(人 口数など)お よびその文化(道 具や社会制度)か らな

るという。

　 ここでは資源をできるだけ広義で取 り扱い、「ある目的に利用 され うるもとになる

物資や人材」(『 新字源』)、情報、知識と してお きたい。

　資源、特 に天然資源にはいくつかの特徴がある。例えばクジラは本来的にだれの所

有物で もないため、だれが とってもかっては問題 とはならなかった。そ して クジラの

油や髭(baleen）は19世 紀のヨーロッパ においては重要な産業用原料であったが、20世

紀の末にはそれは石油の利用によって取 って代わられ、現在では産業用の資源 とは見

なされていない。 このよ うに資源 には、人間にとって無主的な存在、その有用性や経

済的な価値は文化や歴史によって規定されることなどの特徴がある(秋 道　 1997)。

したが って、社会経済的な条件、歴史性、地域性を抜 きに資源を論 じることはできな

いo

　先住民(族)と いう用語は、アフリカや東南アジアでは不適切である場合が多い。

私 自身の研究対象が北米の先住民 イヌイットであったために先住民族を使 っているが、

正確 には少数民族や周辺民族、広義 には地域住民(現 地人)と いう言い方が適切であ

る。 しか しここでは、当該の土地に古 くから住んでいる人々と言 う意味で先住民(族)

を使わせていただいたい。

(3)資 源と人類学

　経済がグローバル化 した現代世界において先住民 は資源利用、開発、管理の問題 と

深 くかかわ っている。 ここでは先住民の資源利用が直面 している事例を紹介する。

3-1　 カナダ北西海岸のサケの事例

　北米北西海岸地域にはサケ漁を生業とし、独自の文化を形成 してきた先住民がいる。

その一つが、 アラー トベイに住む クワクワカークの人 たちである。カナダでは1990年

の 「スパ ロー ・ケース」裁判の判決 によって、先住民族の漁業権 は資源保護 にっいで

重要であ り、商業漁業やスポーツ ・フィッシングよりも優先 されることになった。 し

か し、現在、彼 らは深刻なサケ資源の減少の問題に直面 しており、サケ資源を十分に
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利用できない状況にある。

　 この地域でサケ資源が減少 した原因について3つ の要因が考えられている(岩 崎

1999)。

　 1870年 代か ら非先住民 によるサケ缶詰業が栄え、サケの乱獲を招いた。特 に1900年

代か らは州政府がサケの商業漁業を支援 したため、サケの乱獲が生 じた。

　第二 に1908年 に材木会社がこの地域に進出した。彼 らは河川地帯で森林伐採 し、 そ

れを工場 に運び、加工 してか ら出荷 した。 この結果、川底が掘 り返 され、サケの産卵

場所がな くなって しまった。

　第三にカナダ連邦政府漁業省の資源管理方法の欠陥が指摘 されている。商業漁業で

はサケのス トックの区別な しに海で一括 して捕獲する方法が採用された。 この漁業方

法が資源の管理を不可能にさせた。

　この地域の問題は、非先住民の企業や国家によって生み出されたものであり、資源

の管理に失敗 した事例である。サケを基盤として生活を営んできた先住民族にとって

サケの捕獲、利用、それにかかわる儀礼の実施は民族文化の存否にかかわる一大事で

ある。

3-2　 フィリピンの森林の事例

　森林消失が森林に住む狩猟採集民へ悪影響を及ぼした事例 としてフィリピンのルソ

ン島を取 り上 げてみたい(葉 山1999)。

　山地に草原が広がるフィリピンは、森林荒廃国のひとつに数え られている。フィリ

ピンがスペイン領か らアメリカ領へと変更にな った19世 紀末に名目的ではあ ったが森

林が国有化 された。そ して20世 紀 に入 り国有林の開発が進み、第二次世界大戦後の木

材伐採ブームが森林破壊を生み出 し、森林に住む狩猟採集民の生活基盤を脅か してき

ている。

　ルソン島のシエラ ・マ ドレ山脈の森林資源を調査 した葉山アッコは、そのプロセス

を次のように報告 している。森林が伐採された跡地は政府や企業 によって管理され る

わけではな く放置され、零細農民や土地無 しの人々が開墾す る場 となった。「かれ ら

は伐採跡地の残存木を伐 り払い、火入れ開墾 し、自給 自足の陸稲栽培を行 った。いっ

たん開墾 した休耕地にはす ぐに雑草が繁茂す る。除草が負担になると、かれ らは休耕

地を放棄 し、他の伐採跡地に移動 し、そこを新たに開墾するということを繰 り返 した」

(葉山　 1999:169)。 このようなプロセスを経て森林の消失 と草地化が進行 してきたの

であった。

　この過程で、森林を生活基盤 としていた狩猟採集民 ドゥマガットは森林開墾の余波

をうけて山地へ と移住を余儀なくされ、商業伐採がかれらをさらに奥地へと追いや っ

た。葉山の調査地では森林 は複数の集団によって重層的に利用され、利用者集団間の

力関係には違いが見 られた。その中で政治経済的に力の弱いが、 これまでもっとも森
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林と密接な関係を持 って生活を営んできた狩猟採集民 ドゥマガットが森林の減少か ら

最大の損失を被ったという(葉 山　 1999:181)。

　現在、 この悪状況を打開すべ く、NGOが ドゥマガッ ト、平地民、国家とい う森林

をめ ぐって競合する利害関係にある三者の調停に乗 り出 している。森林は、二酸化炭

素を吸収 し、酸素を作 り出す とい う人類の生存に不可欠な役割を果たしている。森林

の破壊や劣化、保全は一民族や一国家だけの問題では無 く、地球全体に関わる資源 ・

環境問題である。

3-3　 南沙諸島のダイナマイ ト漁

　 フィリピンの南西部の漁民は、群をつ くる習性のあるタカサゴ(フ エダイ科)を 捕

獲するときに爆薬を用いたダイナマイ ト漁を行 っている(赤 嶺　1999)。 この漁法は

網漁に比べ、経費がかか らないため資本のない漁民にとって採用されている。

　ダイナマイ ト漁は珊瑚礁 を破壊するのみな らず、珊瑚礁で育成する稚魚 も殺 してし

まい、環境破壊 と資源の減少を結果すると指摘されてきた。政府や環境保護団体の立

場か らすると、禁止されるべき漁法である。

　 しかしこの問題を周辺民族や貧民の立場を考慮に入れて考えれば話 しは外部の人が

考えるほど単純ではない。漁民は魚をとり、干魚にし、 ミンダナオ島へ売 ることによ

って生活を維持 している。 この干魚 はミンダナオ島の内陸部にある大規模な外資系農

園(海 外輸 出用のバナナ、パイナップル、 ココヤシの栽培農園)で 働 く貧 しい農民労

働者の蛋白質や塩分の補給源と一して無 くて はな らない食料源である。すなわち魚を捕

る者 も、消費す る者 も政治経済的な弱者であり、ダイナマイ ト漁の禁止は彼 らの生活

を直撃するのである。

　ダイナマイ ト漁を生産、流通、消費の連鎖の中で捉えると、「爆破 されたサ ンゴの

代償 として、漁民の生活が成 り立ち、安い干魚の恩恵にあずか る農民がいる。外貨を

稼 ぐのは、干魚を常食 とす る農民である」(赤 嶺　1999)と 言 うことができる。 ダイ

ナマイ ト漁の禁止によるサ ンゴの保全は、 この連鎖上の人々の生活の問題を抜きには

解決できないことが分か る。

3-4　 クジラ(商 業捕鯨 と小規模捕鯨)の 事例

　現在、自然保護の シンボル的な存在であるクジラを資源として捕獲、利用すること

は先住民やその他の人々にとって困難な状況 にある。

　クジラ資源の減少のため、アラスカ、カナダ、グ リー ンランドの先住民 はかつての

ような捕鯨を行えな くなったうえに、国家から捕獲頭数制限を課せられている。また、

国際捕鯨委員会は1982年 に1990年 まで商業捕鯨の一時的全面禁止 を実施 した。この事

件は日本の母船式捕鯨のみならず、小規模捕鯨に大 きな影響を及 ぼした。

　 ここではクジラ資源減少の経緯をたどってみたい(秋 道　1999:192-194)。
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　 17世紀か ら18世紀にかけてオ ランダ、イギ リス、北欧諸国による捕鯨が北極海で開

始 された。対象はホッキョククジラや コククジラであったが、略奪的な捕鯨であり、

資源が枯渇すると、狩猟場をグリーンランド、 カナダのデービス海峡へと移つ した。

アメリカも捕鯨を始あ、18世 紀の末には太平洋、インド洋へと捕鯨(対 象はマッコウ

クジラとセ ミクジラ)の 地域が広がっていった。 さらに19世 紀の末にはシロナガスク

ジラを対象とするノルウェー式の近代捕鯨が南氷洋で始まった。

　 1925年以降はノルウェー、イギ リス、 日本、 アメリカ、 ドイツ、デンマークが南氷

洋で母船式の捕鯨を開始 した。1930年 代にユニリーバ社が鯨油の価格暴落をおそれて、

鯨油の買 い取 りをやめたため捕鯨業者は生産の縮小を実施 した。 これは一種の自主的

な捕獲制限であった。

　 1946年 には国際捕鯨委員会が設置され、1948年 からシロナガスクジラを基準として

年間総頭数16000頭 を最上限 としてどの種類のクジラでも捕獲することができるとい

うオリンピック方式が採用 された。 しか しこの制限 は資源の減少の歯止めにはならな

かった。

　 1960年 代か らは欧米諸国の大半が商業捕鯨か ら撤退 し、1970年 代初頭には米国が捕

鯨に反対す る立場をとるに至 った(注2)。

　捕鯨にたいする国際世論の圧力は強 く、捕鯨の禁止や制限は科学的な根拠 に基づ く

理由というよりは、国際政治によって左右 されていると言 っても過言ではない。

　 クジラの減少 は国家間の取 り決めによる資源管理が失敗 した例であるといえる。

捕鯨国や捕鯨を行 う先住諸民族や小規模捕鯨者にとってクジラ資源の減少や捕鯨の禁

止は社会文化的な影響 は計 り知れないものがあるといえよう(例 えば、Freeman　 et

al　1998;Freeman　 ed.1989)。

3-5　 先住民による資源管理

　先住民が資源管理をして きたという事例がい くつか報告されている。岡田淳子は、

「サケ ・マス文化」の特徴 はサケ類の生態を熟知 し、 その結果 として省 エネ漁法やサ

ケ資源を無駄に しない有効利用、資源保護が行われてきたことであると指摘 している。

事例 として次のように述べている。

　　　　 「沙流川(北 海道 日高)の アイヌの人たちは、10月 末までは

　　　　　暗 くなってか ら無灯火でサケを捕 り、その後11月 末 までは、

　　　　　昼 に捕 り、12月 初め薄氷が川を流れるようになると、夜に

　　　　　松明を点 けて捕 ることが許 された(泉 　1952な ど)。初めは、

　　　　　川上の産卵場に多 くのサケを遡上させる配慮を し、 しだいに

　　　　　人が捕 る量 を増や していった ものであり、孵化 放流のような

　　　　　積極的な生産ではないが、儀礼、規制、禁忌などが消極的な

　　　　　生産 として、サケ類の資源保護 に役立 っていたことは否定で
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　　　　　 きない」(岡 田　1999:192-193)。

このようなアイヌの人々の実践が資源の保全を目的として制度化されたのかどうかは

実証できないが、 アイヌの人たちは結果 としてサケの捕 りす ぎを防 ぐような社会経済

制度を持 っていたと言 うことはできよう(注3)。

カナダのケベック州北部 に住むク リーの生業活動や民俗知識を研究 してきたフェイ

トは、 クリーにはビーバーやムースなどの資源を保全させる 「家族狩猟テ リトリー ・

システム」(family　 hunting　 territory　system>と いう経済 ・社会制度が存在 して き

たことを指摘 している(Feit　1978;1982;1991)(注4)。 ク リーは、毎年、 い くっか

の家族が集 まって狩猟集団を形成 し、狩猟場へ出かけた。 この集団は生産、分配、消

費およびキャンプの単位であった。ひとっの狩猟集団は特定のテリトリーで狩猟やワ

ナ猟に従事 し、その狩猟集団の中心人物はあたかもそのテリトリーを所有 しているか

のよ うに見えた。 フェイ トによると、特定の人物が特定のテリトリーを管理 している

のは事実であるが、所有 しているのではないと言 う(Feit　1982:368）。決 して特定のワ

ナ猟師 とその家族が特定のテ リトリーを独 占的、排他的に利用 しているのではなく、

狩猟集団の中心人物はそのテ リトリーの動物資源を管理 し、利用する権利 と義務を持

つ人間なのである。特定のテ リトリーを利用す るハ ンターの構成 は、だれがそのテ リ

トリーの管理者の もとに集まって狩猟集団を形成するかによって決まり、毎年毎年、

変化 していた。 テリトリーの管理者 自身 も年によっては別の管理者のテ リトリーで一

冬を過 ごす こともあった。 クリーのワナ猟師たちは特定のテ リトリーの資源が枯渇 し

ないように、年毎にローテーションを組んで複数のテリトリーを利用 していた。 フェ

イ トは、 このシステムは特定の地域の動物資源の枯渇化を防止 し、資源を管理す る機

能があったと主張 している(Feit　1982:368)。

　 ここで取 り上げた事例以外にも、カナダのケベ ック州北部でダム建設が先住民の生

活に悪影響を及ぼ した事例、オース トラリア北部でのウラン鉱採掘による先住民の聖

地の破壊の問題など、主流社会の資源開発 による先住民社会への影響 という問題が存

在している。

(4)先 住民 と資源に焦点をおいた研究課題

　先住民と資源利用 ・管理に焦点をおいた研究課題を整理すれば、次のようになろう。

この課題の8割 程度はすでに、 ジュリアン ・スチュワー ド以降、生態人類学者によっ

て研究が進められて きている(注5)。 しか し残る2割 はこれまでの生態人類学が扱

って こなか ったテーマである(注6)。 海洋資源を研究 してきた秋道 らの一連の研究

を参考にしなが ら資源 にっいての研究テーマを取り出してみると次のようになる(秋

道1993,1995a,b,1997,1999;秋 道 ・田和1998;細 川1996)。

　 ・:
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4-1　 調査 ・研究方法の検討

　　　　・生態学的視点、歴史的視点、社会文化的視点、経済学的視点

　　　　・政治生態学的視点、歴史生態学的視点

4-2　 先住民による資源利用の実態

　　　　・採集、漁労、狩猟の対象 と場所、方法

　　　　・獲得物の分配、処理、利用、貯蔵

　　　　・資源利用をめぐる社会関係

　　　　・資源利用をめぐる民俗知識

　　　　・資源を利用する主体間の関係(先 住民、非先住民、企業、国家、外国人)

4-3　 先住民による資源の管理 と規制の実態

　　　　・管理 と規制の実態

　　　　・慣習法、国法、国際法

　　　　・資源の適正利用のうえや社会の仕組みの中で管理や規制が果たす役割

4-4　 資源の所有の実態

　　　　・所有の主体(な し、私的所有、共同所有、国家による所有)

　　　　・所有の対象(場 所、道具、動植物など)

　　　　・所有をめぐる社会関係

　　　　・所有論(「 共有の悲劇」仮説の批判的な発展)

4-5　 資源の消費、流通、交易

　　　　・エスノ ・ネ ットワーク研究(秋 道1995b)

　　　　・商社や外国資本の活動を視野 に入れた流通経路やネットワークの解明

4-6　 資源の開発 と資源 ・環境保護の問題

　　　　・国家 と少数派先住民族 との関係(パ ワーの問題)

　　　　・先住民権 としての資源利用 と資源へのアクセス(注7)

　　　　・資源の乱開発 と枯渇化、その社会や環境への諸影響

　　　　・開発、資源保護、環境問題 に関する対処の仕方、手段

4-7　 資源管理の問題

　　　　・共同管理の可能性

　　　　・科学的知識 と民俗知識の対立の克服とそれらの活用

　　　　・国際的な資源管理 と規制

　 これらの研究課題についての調査 ・研究の充実や深化がなされるとともに、新たな

研究テーマの設定や展開が今後、期待される。

(5)人 類学における基礎研究と応用研究　先住民と資源、開発、環境
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　 次に、「コモンズの悲劇」の問題 と資源 を管理する一方法である共同管理について

の最近の研究動向を整理 しておきたい。

5-1　 グローバル経済下の先住民の資源利用 ・管理の問題:コ モンズの悲劇

　 先住民が競合する他者 とともに資源を持続的に利用するためには、その資源をだれ

が(主 体)、 どのように(方 法)管 理 し、利用するかが重要 な争点 となる。事実、 こ

れまでの資源利用についての議論 は、資源の共有 と所有に関す るものを中心 になされ

てきた(Ostrom　 1990;秋道1997)。 資源管理 について、ハ ーディンは 「共有地 にお

ける自由はすべてのものに破滅をもたらす」(Hardin　 1968:1244)と 指摘 し、そのよう

な悲劇をさけるためには共有地を私有地あるいは公的所有地として立 ち入 りや使用の

権利をきあるべきだと主張 している(Hardin　 1968;Hardin　 and　Baden　 1977)。フィー

ニー らはこの仮説を多数の事例で検討 し、「利用 と利用者の規制における成功は、普

遍的にある特定の所有権制度 と関連するものではない。共同体所有制、私的所有制、

公的所有制のすべての成功 と失敗の双方に関連 しているのだ」(Feeny,　D.　et.　als　19

98:83>と述べている。

　 「コモンズの悲劇」にっいては、多数の研究がなされて きた(例えば、Berkes　 1985,

1999;McCay　 and　Acheson　 eds.1987;Baden　 and　Noonan　 1998な ど)。バークス

は共有ではな く、資源への自由なアクセス制が、コモンズの悲劇を引 き起こすのだと

考 えている(Berkes　1999:142)。 共有資源 とは、排除性が困難でかっ共同利用が控除

性を もつ資源の ことである。従 って、共有資源を管理するためには、第一 に所有権を

確立することによってすべての潜在的な利用者のアクセスを規制 し、排除性の問題を

解決することが必要である。第二に、控除性の問題を解決するために資源を利用する

人々の間で資源の利用規則を作 り、実施す ることである。　バークスはこの2点 を提

案 している(Berkes　1999:142)。

　現時点では、資源の利用 と管理について決定的な結論には達 していない。一般理論

の発見や定立を急 ぐよりは、個々の事例 に基づ き、いかなる条件のもとで持続的な資

源の利用と管理が可能かを検討 して行 く方がより建設的である。

5-2　 資 源 管 理 と民 俗 知 識

　 近 年 、 資 源 管 理 に関 して 、 コ ミュ ニ テ ィ ー に基 づ く資 源 管 理 や共 同 管 理 、 民 俗 知 識

(Ethno-Knowledge,　 Traditional　 Ecological　 Knowledge)に 注 目す る研 究 者 が 増 加 し

て きて い る。

　 資 源 の管 理 に関 して は、 政 府 が 規 制 を 行 うべ きだ とす る立 場 か ら村 や コ ミュニ テ ィー

が 管 理 を 行 うべ きだ とす る立 場 や 、 個 人 が 資 源 を所 有 す べ き だ とい う立 場 な ど多 様 な

意 見 が 存 在 して い る(Hensel　 and　 Morrow　 1998:71)。 フ リー マ ン は資 源 の 持 続 的 利

用 に と って もっ と も重 要 な こ と は、 政 府 が 資 源 管 理 を行 う こ と で も資 源 を個 人 が 所 有

す る こ とで もな く、 各 コ ミュ ニ テ ー に よ る地 域 レベ ル の 資 源 管 理 を 実 施 す る こ とで あ
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る と述 べ て い る(Freeman　 1993）。

最 近 の北 米 先 住 民 の 資 源 管 理 に 関 す る研 究 で は、 コ ミュニ テ ィ ー と政 府 と の共 同 に

よ る資 源 管 理 と、資 源 に つ い て の 民 俗 知 識(Traditional　 Ecological　 Knowledge)(注8)

の利 用 の重要 性 が指 摘 され始め て いる。(Berkes 1999: 181; Collings 1997a, b;
Ferguson et al. 1998; Hensel and Morrow 1998 ;Hunrington 1992, 1998; Hunti-
ngton et al. 1999; Kruse et al. 1998; Nakashima 1991,  1998)
　 ここではアラスカ先住民の事例を紹介 しておきたい。ハ ンチング トンは、アラスカ

のイヌピア トが利用する資源の管理について検討を加え、どのよ うな資源管理が望 ま

しいかについて研究を行っている(Huntington　 1992)。

　アラスカでは、資源管理に関 して4っ の レベル、すなわち連邦政府管轄、州政府管

轄、地域管轄、そ して共同管轄が存在 している。列記すれば次のようになる。

(連邦政府の資源管理)

International Treaties 

The Marine Mammal Protection Act of 1972 

The Alaska National Interset Land Conservation Act of 1980 

The U.S. Fish and Wildlife Service 

The National Park Service 

The Bureau of Land Management 

The Mineral Manegement Service

(州政府の資源管理)

The Alaska Board of Game and the Division of Boards 

The Division of Wildlife Conservation 

The Division of Subsistence 

Alaska's Hunting Regulations

(地域の資源管理)

The North Slope Borough 

The Department of Wildlife Management 

The Science Advisory Committee 

The Fish and Game Management Committee

(共同の資源管理)

The Alaska Eskimo Whaling Commission 

The Eskimo Walrus Commission 

The Yukon-Kuskokwim Delta Goose Management Plan 

The Alaska and Inuvialuit Beluga Whale committee 

The Management Agreement for Polar Bears in the Southern 

Beaufort Sea
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　　　　 Cooperative　 Management　 of　Caribou

　 ハ ンチング トンはこれ らの資源管理が どれ くらい有効か、そして管理の対象 となる

野生動物6種(セ イウチ、カ リブー、ホッキ ョクグマ、 ホッキョククジラ)に 対 しそ

れ らの管理がどれ くらい有効かを8つ の基準を用いて評価 し、比較を試みた。その8

つの基準 とは次の通 りである。

(基準1)体 制 とその諸規定が法的拘束力があるか。

(基準2)体 制は生態学的に健全な諸原則に基づいているか。

(基準3)体 制は文化的に適切なものであるか。

(基準4)体 制は生態条件その他の変化 に対応できるくらい柔軟性に富み、予測

　可能 なものであるのか。

(基準5)体 制は地域的なことや諸変化 に対 して適応的であるか。

(基準6)体 制にはあ らゆる局面 において地元のハ ンターが参加 しており、参加

　 に対する文化的もしくは言葉の上での障害はないか。

(基準7)体 制はその役割や制限を明確に規定 しているかどうか。

(基準8)体 制は諸規定を実施する能力があるかどうか。

ハ ンチング トンは資源管理のやり方 と対象動物について、 この8基 準で管理の有効性

を検討 した(Huntington　 1992:147,152)。 そして彼 は、資源管理の目標 として(1)

動物資源の保護 と(2)地 域の人々の必要に応 じて利用することの2っ を設定 し、北

アラスカの狩猟活動に関 して効果的な管理を行 うには、現時点では共同管理が最上の

やり方であり、地域の住民の参画が必要であることを強調 している(Huntington　 199

2:154-155)。 さらに彼は、資源管理において先住民の民俗知識を活用する必要を説い

ている(Huntington　 1998)。

　ユ ッピックの生業や資源管理を研究 してきたヘンセル らは、先住民は国や州の規制

には無関心であるため、有効な資源管理を行うためには共同の合意や共同管理が必要

であ ると指摘 している(Hensel　and　Morrow　 1998:69)。 さらに共同管理を行 うため

には、先住民 と彼 らの民俗知識の両方を管理体制の中に組み込むことが重要であり、

そのたあには委員会内での権力関係の平等化や先住民言語の使用、先住民の思想への

尊敬を持 った対応が必要 となる(Hensel　and　Morrow　 1998:71)。 カナダのクリーの

生業や資源管理を研究 したバークスも民俗知識の利用や地域 レベルでの資源管理の比

重をできるだけ大 きくし、政府の規制 は必要な場合にのみに限定すべきであると主張

している(Berkes　1999:181)。

　政府 とコミュニティーによる共同管理 モデルは、先住民の諸権利が確立 し、比較的

よく守 られているアメリカ、 カナダ、オース トラリアの諸国家においては有効である
一方、それ以外の諸地域や国家に住む先住民や地域住民 に共同管理モデルを適用する

ことは、現状では多 くの問題があると言えよう。 さらに民俗知識を資源保護に利用す

る場合には、同一の対象や現象についての民俗知識と科学的な知識の相違をどのよ う
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に乗 り越え、総合す るかという問題 も残 っている。

(6)先 住民資源論

　 クジラ、 フィリピンの森林の事例のように、資源は複数の集団によって重層的に利

用されている。 ここで強調 しておきたいことは資源利用のうえで集団間に政治経済的

な力の格差が存在 しており、それが利用に差異化を生み出 していることである。多 く

の場合、少数派の先住民は他の利用者か ら見 ると不利であることが多い。 さらに外部

か らの一方的な資源の開発 は、資源 自体の枯渇化のみならず、先住民が生活の場 とな

る環境その ものの破壊につながることが多い。政治経済的に弱者の立場にある少数派

の先住民の資源の利用 と管理が、それ以外の人々の資源開発や利用 と共存できうるよ

うな方策が模索 され るべ きである。国際法、経済学、農学、林学、水産学(例えば、

平沢　 1979)で は、資源問題を取 り扱 うものの制度、大枠についての議論が主であり、

当事者である先住民の生活の実態がでてこない。一方、文化人類学の強みは先住民族

の生活実態を把握 しており、彼 らが直面 している資源の問題をより現実に即 して理解

でき、かっよ り現実的な解決方法を提示できる可能性が高い点 にある。

　地域に生 きる人々とその生活を研究のテーマとして きた文化人類学が資源問題に貢

献できるとすれば、それは、(1)資 源を将来 も持続 して利用 しうるようにしなが ら、

(2)先 住民が日々の生活で資源を利用することを可能にするためにはどのような方

策や選択肢があるかを調査 し、提言することであると考える。そのためには各地域で

の資源利用や管理の実態を現地において調査 し、その結果に基づいて提言がなされる

べきである。

　 さらに地域の資源は、地球全体の資源で もある。国や国を越えたレベルでは、地球

上の生物的多様性を守 りつつ、いかに持続的に資源を開発、利用すべきかの問題につ

いては文化人類学が単独で取り組むことは困難であり、学際的な研究 とな らざると得

ない。理系や文系の枠を越えた学際的な共同研究において文化人類学者は仲介的な要

としての役割を果た したり、地域の視点や比較文化的な視点か ら提言できると考える。

　現在、世界の周辺諸民族が直面 している資源、開発、環境の諸問題 は、全人類がか

かわっている問題でもある。資源開発 と利用、環境の保全 は密接に関係 しており、 こ

れらを取 り扱 うアプローチは全体論的で、かっ学際的な視点 を失 ってはならない。現

地の生活を研究の中心にすえる文化人類学による先住民の資源利用 と管理の研究 は、

先住民の実態 と外部社会の人々の政治経済的な動きを射程に入れることによって、問

題解決のための基礎的でかっ実践的なもの となる可能性が高いと言えよう(注9)。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　 注

(注1)本 論文の草稿を1999年6月18日 の国立民族学博物館共同研究会 「先住

民による海洋資源の利用 と管理」(岸 上伸啓代表)に おいて口頭発表 した。秋道智彌

(国立民族学博物館)、 松本博之(大 阪教育大学)、 岩崎まさみ(北 海学園大学)、 大島

稔(小 樽商科大学)、 竹川大介(北 九州大学)、 大村敬一(大 阪大学)、 赤嶺淳(国 立

民族学博物館)と の討論を もとにして、その草稿を書 き直 した。 また、歴史生態学や

政治生態学の文献については国立民族学博物館の池谷和信氏からご教示を頂いた。記

して感謝する次第である。

(注2)米 国が捕鯨に反対 し、調査捕鯨以外は容認 しない背景のひとつには米国の宇

宙開発計画の独占と深 く関わっているという見解が存在 している。現時点では、クジ

ラの油 は、ロケッ トの一部に使用 されるもっとも重要な素材のひとつであり、米国は

自国以外がそれを利用す ることを阻止するために一般捕鯨に反対 していると言われて

いる。

(注3)ア イヌや北太平洋沿岸先住民のサケの捕獲、利用、儀礼については渡部(199

6,1997)や 大塚(1998)を参照されたい。

(注4)こ の家族狩猟テリトリー ・システムの出現については諸説がある。 リーコッ

クは先住民が毛皮交易への参加すなわち資本主義への接触と包合によ り、カナダの東

部極北地域 に住む先住民が特定の狩猟場やそこの動物資源に対 して所有権を主張す る

ようになり、特定の人物(家 族)と テ リトリーが対応するシステムが成立 したと考え

た(Leacock　 1952)。一方、 フェイ トはこの システムは先住民が毛皮交易を本格的に開

始す る以前か ら存在していた生態系保全機能のある独 自の社会経済制度であると主張

している(Feit　1991)。 また、煎本はこのシステムが毛皮交易に参加 したチペワイアン

の間には出現 しなかったことか ら、 この システムの成立には大型狩猟獣の減少に代表

される生態環境の変化と、 ビーバーの生態 と生息密度 という2つ の要因が重要である

と指摘 している(煎 本　 1994:10)。 家族狩猟 テ リトリーをめ ぐる論争について は、

Bishop　 and　Morantz,eds.(1986)を 読まれたい。

(注5)現 在の生態人類学者 は、従来の研究 テーマ以外 に、先住民や地球全体の環境

問題、資源問題を政治経済的な諸関係を考慮 に入れながら取 り扱 うよ うになってきて

いる(例 えば、秋道 ・市川 ・大塚編　 1995な ど)。 先住民や地球全体に関係す る資源

利用や管理、開発の問題が、政治経済 との関係で生態学的な視点をとりながら検討さ

れ るようになった(Kelly　1995:156-159)。1960年 代以降の世の中の動 きや人類学

理論の動向が生態人類学研究にも反映されていると考えられる(Ortner　 1984)。 多 く

の生態人類学者が、応用人類学的な傾向を示 し、資源や生物的多様性の持続 に関心を

持ち始めている(Hitchcock　 nd.)。 特 に、1990年 代 に入 り、政治生態学、歴史

生態学、 エスノ ・エコロジーの諸研究 は、先住民の資源問題を正面か ら取 り上 げてい

る(Balee　 1994;Balee　 ed.,1998;　Berkes　 1999;　Blout　 ed.,　1998;　Bryant　 1997;
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Hitchcock　 nd)。

(注6)海 洋 民 族 学 の 研 究 テ ー マ は、 生 態 学 的 な関 心 か ら、 生 態 史 的 な 視 点 を と り な

が ら資 源 の開 発 、 利 用 、 流 通 、 消 費 、 管 理 、所 有 な どの 問 題 へ と広 が りを 見 せ て い る。

これ につ い て は西 村(1977)と 秋 道(1995b)を 比 較 さ れ た い。

(注7)例 え ば 、 細 川(1996)、Peterson　 and　 Rigsby,　 eds.(1998)、 　Sharma(1998)な

どが 存 在 す る。

(注8)バ ー ク ス は伝 統 的 な生 態 にっ い て の 知 識(こ こで は民 俗 知 識 と呼 ん で い る)

を 次 の よ う に定 義 して い る。"acummulative　 body　 of　knowledge,　 practice,

　and　 belief,　evolving　 by　adaptive　 processes　 and　 handed　 down　 through

generations　 by　 cultural　 transmission,　 about　 the　 relationship　 of　living　beings

(including　 humans)with　 one　 another　 and　 with　 their　 environment"

(Berkes　 1999:8).

(注9)筆 者 の 主 張 は 、 大 枠 に お い て は 政 治 生 態 学 の 枠 組 み に 入 る。
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